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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第40期
第２四半期
連結累計期間

第41期
第２四半期
連結累計期間

第40期

会計期間
自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

売上高 （百万円）     86,564     90,176     166,075

経常利益 （百万円）     7,878     10,094     10,273

四半期（当期）純利益 （百万円）    5,536    7,438     6,956

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）     5,631     7,284     7,347

純資産額 （百万円）     131,098     139,048     132,289

総資産額 （百万円）     396,927     419,336     400,687

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円）     316.90     425.77     398.15

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円）    －    －    －

自己資本比率 （％）     32.9     33.0     32.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円）      12,743      11,787     31,128

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円）   △25,424   △20,223    △43,017

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円）     11,431     10,480    9,841

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円）    8,284    9,532     7,487

　

回次
第40期
第２四半期
連結会計期間

第41期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円）     404.57     421.57

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。　

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。

　また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における沖縄県経済は、個人消費や観光が堅調に推移していることに加え、雇用も改

善の兆しが見られるなど、緩やかに拡大している。

このような状況の中で、当第２四半期連結累計期間の収支については、収入面では、電気事業において燃料費調整

制度の影響等による電灯電力料の増加があったことから、売上高（営業収益）は前年同期に比べ36億11百万円増

（4.2％増）の901億76百万円となった。

一方、支出面では、電気事業において減価償却費や諸費の減少があったものの、燃料費、委託費の増加等により、営

業費用は前年同期に比べ13億95百万円増（1.8％増）の787億76百万円となった。

以上の結果、営業利益は22億16百万円増（24.1％増）の113億99百万円となった。

また、営業外損益を含めた経常利益については、前年同期に比べ22億16百万円増（28.1％増）の100億94百万円、

四半期純利益は19億１百万円増（34.4％増）の74億38百万円となった。

なお、当社グループの主たる事業である電気事業において、電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修

繕工事の完了時期による影響を受けることなどにより、四半期の業績に季節的変動がある。

セグメントの業績は、次のとおりである。

①電気事業

当第２四半期連結累計期間の販売電力量は、電灯はお客さま数の増加があったものの、気温の影響により前年並

みとなった。一方、電力は業務用電力における新規お客さまなどの需要増により前年同期を上回った。

その結果、電灯と電力（特定規模需要を含む）の総販売電力量は、前年同期に比べ0.6％増の39億88百万kWhと

なった。

収支については、燃料費調整制度の影響等による電灯電力料の増加があったことから、売上高は前年同期に比べ

40億71百万円増（4.9％増）の870億74百万円となった。

一方、営業費用は、減価償却費や諸費の減少があったものの、燃料費、委託費の増加等により、前年同期に比べ21億

22百万円増（2.9％増）の760億83百万円となった。

その結果、営業利益は前年同期に比べ19億49百万円増（21.6％増）の109億90百万円となった。

②その他

その他の収支については、連結子会社の民間工事の減などから、売上高は前年同期に比べ１億33百万円減（0.8％

減）の172億32百万円、営業費用は２億37百万円減（1.4％減）の169億47百万円となった。

その結果、営業利益は１億４百万円増（57.8％増）の２億85百万円となった。

(2）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の増加があったものの、たな卸資産の増減に

伴う支出の増加などにより、前年同期に比べ９億55百万円減（7.5％減）の117億87百万円の収入となった。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出の減少などにより、前年同期に比べ52億１百

万円減（20.5％減）の202億23百万円の支出となった。

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出が増加したことなどにより、前年同期に比べ９億

50百万円減（8.3％減）の104億80百万円の収入となった。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結会計期間末残高は、前連結会計年度末に比べ20億44百万円

増（27.3％増）の95億32百万円となった。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費総額は５億47百万円である。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,524,723 17,524,723

東京証券取引所

（市場第一部）

福岡証券取引所

単元株式数 100株

計 17,524,723 17,524,723 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はない。　　

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はない。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成24年７月１日～

平成24年９月30日
－ 17,524,723 － 7,586 － 7,141
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

 日本トラスティ・サービス信託銀行

 株式会社
 東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,276 12.99

 沖縄県知事  沖縄県那覇市泉崎一丁目２番２号 870 4.97

 株式会社琉球銀行  沖縄県那覇市久茂地一丁目11番１号 841 4.80

 株式会社沖縄銀行  沖縄県那覇市久茂地三丁目10番１号 837 4.78

 沖縄電力社員持株会  沖縄県浦添市牧港五丁目２番１号 718 4.10

 日本マスタートラスト信託銀行

 株式会社
 東京都港区浜松町二丁目11番３号 660 3.77

 日本生命保険相互会社
 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号

 日本生命証券管理部内
493 2.82

 株式会社みずほコーポレート銀行

 （常任代理人　資産管理サービス

   信託銀行株式会社）　

 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海　ア

イランドトリトンスクエアオフィス　タ

ワーＺ棟）

413 2.36

 資産管理サービス信託銀行株式会社

 東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海

 アイランドトリトンスクエアオフィス

 タワーＺ棟

400 2.29

 明治安田生命保険相互会社

 （常任代理人　資産管理サービス

   信託銀行株式会社）

 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号

 （東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海　ア

イランドトリトンスクエアオフィス　タ

ワーＺ棟）　

337 1.93

計 － 7,850 44.79

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び資産管理サービ

ス信託銀行株式会社の所有株式数は、全数が信託業務に係るものである。　

２．株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループから、平成22年１月18日付の大量保有報告書の写しの送付があ

り、平成22年１月11日現在、それぞれ以下のとおり株式を所有している旨の報告を受けているが、当社として

当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができないため、上記表には記載していない。　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等
保有割合
(％)

 三菱UFJ信託銀行株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式　833,397　 4.76

 三菱UFJ投信株式会社  東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式 　54,900 0.31
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　  53,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　17,319,500 173,195 －

単元未満株式 普通株式     151,923 － 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 17,524,723　 － －

総株主の議決権 － 173,195 －

　（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は全て当社所有の自己株式である。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権の数７個）含まれ

ている。

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

沖縄電力株式会社
沖縄県浦添市牧港

五丁目２番１号
53,300 － 53,300 0.30

計 － 53,300 － 53,300 0.30

 

２【役員の状況】

   該当事項はない。

EDINET提出書類

沖縄電力株式会社(E04509)

四半期報告書

 6/20



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に準拠し、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
　（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

固定資産 368,274 377,878

電気事業固定資産 254,278 248,371

汽力発電設備 65,554 63,336

内燃力発電設備 13,125 12,716

送電設備 54,569 52,884

変電設備 33,058 32,138

配電設備 71,098 70,990

業務設備 16,096 15,547

その他の電気事業固定資産 775 758

その他の固定資産 16,120 15,625

固定資産仮勘定 76,385 92,733

建設仮勘定 76,377 92,733

除却仮勘定 7 0

投資その他の資産 21,489 21,147

長期投資 9,420 9,121

繰延税金資産 10,491 10,531

その他 1,755 1,629

貸倒引当金（貸方） △179 △135

流動資産 32,413 41,457

現金及び預金 9,477 11,172

受取手形及び売掛金 6,680 10,201

たな卸資産 ※1
 10,117

※1
 15,089

繰延税金資産 1,944 1,986

その他 4,358 3,272

貸倒引当金（貸方） △165 △263

合計 400,687 419,336
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債及び純資産の部

固定負債 206,357 217,883

社債 69,999 79,999

長期借入金 119,076 120,816

退職給付引当金 14,734 15,012

その他 2,546 2,054

流動負債 62,040 62,403

1年以内に期限到来の固定負債 29,522 17,202

短期借入金 1,650 8,500

コマーシャル・ペーパー － 5,000

支払手形及び買掛金 13,425 11,340

未払税金 1,823 3,964

その他 15,619 16,397

負債合計 268,398 280,287

株主資本 130,718 137,632

資本金 7,586 7,586

資本剰余金 7,141 7,141

利益剰余金 116,264 123,178

自己株式 △273 △273

その他の包括利益累計額 794 632

その他有価証券評価差額金 794 632

少数株主持分 776 782

純資産合計 132,289 139,048

合計 400,687 419,336
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業収益 ※2
 86,564

※2
 90,176

電気事業営業収益 82,850 86,932

その他事業営業収益 3,714 3,243

営業費用 ※1, ※2
 77,381

※1, ※2
 78,776

電気事業営業費用 73,825 75,681

その他事業営業費用 3,556 3,095

営業利益 9,182 11,399

営業外収益 388 379

受取配当金 138 141

受取利息 33 25

その他 215 211

営業外費用 1,693 1,683

支払利息 1,470 1,475

その他 222 208

四半期経常収益合計 86,952 90,555

四半期経常費用合計 79,074 80,460

経常利益 7,878 10,094

税金等調整前四半期純利益 7,878 10,094

法人税等 2,307 2,645

少数株主損益調整前四半期純利益 5,570 7,449

少数株主利益 33 10

四半期純利益 5,536 7,438
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 5,570 7,449

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 60 △163

持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

その他の包括利益合計 60 △164

四半期包括利益 5,631 7,284

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,598 7,277

少数株主に係る四半期包括利益 33 7
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,878 10,094

減価償却費 11,072 10,425

固定資産除却損 306 422

退職給付引当金の増減額（△は減少） 304 278

受取利息及び受取配当金 △172 △167

支払利息 1,470 1,475

売上債権の増減額（△は増加） △1,476 △3,520

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,336 △4,912

仕入債務の増減額（△は減少） △814 △2,084

その他 △1,748 960

小計 15,483 12,972

利息及び配当金の受取額 172 168

利息の支払額 △1,453 △1,516

法人税等の支払額 △1,458 △376

法人税等の還付額 － 540

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,743 11,787

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △24,568 △21,668

固定資産の売却による収入 131 123

投融資による支出 △56 △20

投融資の回収による収入 250 36

その他 △1,182 1,305

投資活動によるキャッシュ・フロー △25,424 △20,223

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 9,966 9,966

社債の償還による支出 － △10,000

長期借入れによる収入 11,664 10,100

長期借入金の返済による支出 △9,470 △10,819

短期借入金の純増減額（△は減少） － 7,000

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

－ 5,000

配当金の支払額 △524 △523

その他 △204 △242

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,431 10,480

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,250 2,044

現金及び現金同等物の期首残高 9,534 7,487

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 8,284

※1
 9,532
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【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更している。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれ

ぞれ118百万円増加している。

　

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．たな卸資産

　たな卸資産の内訳は以下のとおり。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

商品及び製品 62百万円 93百万円

仕掛品 343 446

原材料及び貯蔵品 9,712 14,549

計 10,117 15,089

　

（四半期連結損益計算書関係）

※１．営業費用の内訳

 (１) 電気事業営業費用の内訳は次のとおりである。　

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日)　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日

  至  平成24年９月30日)　
人件費 8,382百万円 8,292百万円
 (うち退職給付引当金繰入額) (743) (699)
燃料費 25,922 28,020
その他 39,554 39,684
小計 73,859 75,998
相殺消去額 △33 △316
合計 73,825 75,681

　

 (２) 電気事業営業費用のうち、販売費及び一般管理費の内訳（相殺消去前）は次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至  平成24年９月30日)　

人件費 4,863百万円 4,837百万円
 (うち退職給付引当金繰入額) (743) (699)
その他 5,329 5,133
合計 10,193 9,970

 

※２．売上高等の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

電力需要が夏季にピークを迎えることや、発電所の修繕工事の完了時期による影響を受けることなどに

より、四半期の業績に季節的変動がある。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

現金及び預金 10,399百万円 11,172百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △2,115 △1,640

現金及び現金同等物 8,284 9,532

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 524 30平成23年３月31日平成23年６月30日利益剰余金

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 524 30平成23年９月30日平成23年12月１日利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１.配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 524 30平成24年３月31日平成24年６月29日利益剰余金

 

２.基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月30日

取締役会
普通株式 524 30平成24年９月30日平成24年11月30日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日　至 平成23年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
電気事業

売上高      

外部顧客への売上高 82,943 3,620 86,564 － 86,564

セグメント間の内部売上高
58 13,745 13,804 △13,804 －

又は振替高

計 83,002 17,366 100,369△13,804 86,564

セグメント利益 9,041 180 9,222 △39 9,182

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、配電・電気・土木・建設工事の請

負施工、電気機械設備の受託運転・保守点検などの事業を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額△39百万円は、のれんの償却費△28百万円及びセグメント間取引消去△10百万円であ

る。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日　至 平成24年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
電気事業

売上高      

外部顧客への売上高 87,011 3,164 90,176 － 90,176

セグメント間の内部売上高
63 14,068 14,131 △14,131 －

又は振替高

計 87,074 17,232 104,307△14,131 90,176

セグメント利益 10,990 285 11,276 123 11,399

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、配電・電気・土木・建設工事の請

負施工、電気機械設備の受託運転・保守点検などの事業を含んでいる。

２．セグメント利益の調整額123百万円は、セグメント間取引消去である。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

４．「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、

第1四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に

基づく減価償却方法に変更している。

この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の電気事業のセグメント利益は115百万円増加し、その他に与える

影響は軽微である。

EDINET提出書類

沖縄電力株式会社(E04509)

四半期報告書

16/20



　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

　１株当たり四半期純利益金額 316円90銭 425円77銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（百万円） 5,536 7,438

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円） 5,536 7,438

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,471 17,471

　 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はない。 

　

2【その他】

（１）平成24年10月30日開催の取締役会において、第41期の中間配当に関し次のとおり決議した。

　　　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　524百万円

　　　１株当たりの中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　 30円

　　　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 　平成24年11月30日

（２）その他、特記すべき事項はない。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

    平成24年11月８日

沖縄電力株式会社   

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 向　　　　眞　生　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 永　田　　　　立　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 細　野　　和　寿　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている沖縄電力株式会

社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２４年７月１

日から平成２４年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２４年４月１日から平成２４年９月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、沖縄電力株式会社及び連結子会社の平成２４年９月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上　

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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